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再エネ海域利用法の運用にあたっての原則

 第２回合同会議において、下記の通りの原則が示された。

『我が国の洋上風力発電が、長期的、安定的かつ効率的に運営

されるためには、コスト低減や故障・災害時の等の迅速な機能

回復に資するサプライチェーンが構築される必要があり、事業者

の予見可能性を確保することを通じて民間投資が促進されること

が重要である。』

 上記原則は弊協会の認識とも一致しており、弊協会としても、

政府と官民一体となり、この原則の実現のために努めて参る

所存である。
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１．国による中長期の意欲的な導入計画の策定・公表
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 前記の原則に則り、洋上風力発電の早期大量導入を実現する第一歩は、
導入目標・計画に関する政府の明確なコミットメントである。

 弊協会では、「洋上風力発電の導入目標（2030年10GW）」を提言している。

 先行している欧州や台湾の例を見ても、政府が中期的な公募に関するスケ
ジュール及び規模を策定し、事前に公表することで成功を収めている。

 我が国においても、促進区域の指定と公募を実施することを機会に、中長期
の公募計画を定め、事前に公表することで、事業の予見性を高めることを提
言する。



２. 公募の迅速・円滑な実施
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 公募制度の運用開始の初期段階では、公募手続きの迅速化・円滑化を図ってい
ただきたい。

■ 具体的には、公募受付開始(政府調査データの開示を含む)から締め切りまでは
2～3ケ月としていただきたい。
但し、公募開始時期については2ケ月程度の事前予告を実施していただきたい。



３. 適切な評価のあり方
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 日本の洋上風力発電は、商用で沖合に設置した実績がなく適正な建設・運営
コストに関するデータもない。

 事業者の選定は公正な公募を通じて発電設備の設置や維持管理が適正に
実施されることを担保することが肝要である。

 公募における評価では、事業計画の確実性・熟度、地元への貢献、サプライ
チェーン等国内経済への波及効果等の価格以外の要素をも充分に考慮し重
視した評価方式から始めることが適当である。

 環境アセスメント手続きや地元自治体及び関係者との調整を進めるなど既に
開発に着手している案件もある。これらについては、洋上風力発電の導入が
円滑に実施されるよう、事業者の開発状況や地元自治体・関係者の意向を考
慮した公募・事業者選定の仕組みとするよう配慮いただきたい。



４. 占用期間(30年)と占用料
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 占用の期間の起点は海上での工事着手日としていただきたい。洋上風力発
電所は大型であり、建設にも3年程度の期間を要する。更に、近年風車の設
計寿命は25年を有することが標準になりつつあり、従って商業運転期間は25
年が主流となりつつある。 これに発電設備設置のための工事期間、撤去・原
状回復期間を加えた占用期間は30年が必要となる。

 法律では、促進区域内海域の占用許可にあたっては、「省令で定めるところに
より、許可を受けた者から占用料を徴収することができる」とされている。

 一方で、供給価格を低減することで国民負担の軽減に資するため、仮に占有
料を徴収する場合にも、全国一律の占用料とし、洋上風力の確実な導入促進
を実現するためにも、事業者にとって過度な負担とならない水準で設定される
ようされるようご配慮をお願いしたい。



【ご参考】 占用の期間・占用料及び海域利用の権利
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５．事業終了後の海底面の原状回復

設備 事業後の対応

上部構造物 撤去

支持構造物 残置

洗掘防止工（漁礁効果を期待） 残置

支持タイプ：モノパイル 支持タイプ：ジャケット

ケーブル

上部構造物
（風力発電機・タワー）

支持構造物

1.0m程度

残置

洗掘防止工
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 海底面下の基礎等については、欧州では基礎の残置（部分撤去）が実態とし
て許容されていることから、日本でも同様の扱いとしていただきたい。



６．基地港の計画的な整備
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 洋上風力発電の導入を確実に進め、また工事を効率的に実施しコストを低減
するために、中期的には、いわゆるプレアッセンブル機能を合わせ持つ大規
模な基地港の整備が必要不可欠である。

 基地港の整備にあたっては、規模、場所等の効率的なあり方の検討が必要
と考えられることから、事業者等の意見にも配慮しつつ、促進区域の指定及
び風力発電の事業計画に整合したスケジュールでの整備を実施していただ
きたい。

拠点港のイメージ

出典：発電関連産業の「総合拠点」 を 指して 北九州市港湾空港局 作成資料



７．促進海域指定と系統接続の一体的な確保

 (短期的な対応策)
「コネクト&マネージ」及び「系統の広域運用」の推進により、既存系統設備を最大
限に活用することで、洋上風力の確実・迅速な導入を推進していただきたい。

 (中長期的な対応策)
 国が促進区域の指定と系統接続の確保を一体的に計画する方向で取り組んで

いただきたい。

 欧州諸国においては、洋上における変電所もしくは集電所までを洋上風力発電
事業の責任と費用の分界点とすることで入札環境を整え、コストの低減を実現
してきた。責任・費用の分界点以降の上位の系統整備については、発送電分離
の原則にも則り、国もしくは系統運用者の分担と整理されている。

 中長期的には我が国でも、欧州諸国と同様の仕組みを導入し、いわゆるセントラ
ル方式に寄せていくことで、コスト競争力のある洋上風力発電事業が実現できる
よう検討をお願いしたい。

尚、上位系統の整備費用の負担の在り方等については、国のしかるべき審議会
において議論いただくよう、お願いしたい。
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【ご参考①】 欧州の洋上風力発電の導入促進策
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系統運用者へ売却 （英国）



【ご参考②】洋上風力発電事業と系統側の責任・費用分界点

発電事業者が建設・運営

⼀般送配電事業者が設置・運営

集電所

洋上
変電所

集電所

連系
変電所

発電事業者が建設・運営

連系
点

連系
変電所

集電所

洋上
変電所

集電所

⼀般送配電事業者が建設・運営

連系
点

連系
点

発電事業者が建設、
送配電事業者が買取・運営

連系
変電所 連系

変電所

連系
点

責任・費⽤負担の分担のパターン
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８．公募占用計画策定において必要となる情報（1）
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 公募占用計画の策定においては、15項目について提示することが規定されており、
以下のことを設定する必要がある。

①発電所の出力、風車単機出力、風車クラス、風車の配置・基数
②発電電力量（設備利用率）、供用期間
③風車基礎の構造形式・諸元（基本設計）、施工方法（施工計画立案）
④発電所建設費用、O&M費用、撤去費用、事業リスク

 公募占用計画策定において必要となる情報を次ページ以降に示す。
 情報としては促進区域での観測データが提供されることが望ましい（特に風況、波浪、

水深、海底の地盤条件）。
 現地での観測等でデータの精度が高まるほどリスクは低減するが、促進区域の早期

指定の観点からは、得られる情報の時期、項目、精度等を総合的に評価することも
必要と考えられる。

No. 公募占用計画　記載事項 No. 公募占用計画　記載事項
1 促進区域内海域の占用の区域 9 供給価格
2 促進区域内海域の占用の期間 10 発電設備の維持管理の方法
3 発電事業の内容及び実施時期 11 占用の区域と一体的に利用する港湾に関する事項
4 発電設備の区分等 12 発電設備の撤去の方法
5 発電設備の構造 13 調整を行うための体制及び能力に関する事項
6 工事実施の方法 14 資金計画及び収支計画
7 工事の時期 15 その他経済産業省令・国土交通省令で定める事項
8 発電設備の出力

＜再エネ海域利用法 第14条第2項＞



８．公募占用計画策定において必要となる情報（２）
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区分 No. 主な用途
主な入手方法

精度の高い情報を優先

促進区域 1 促進区域の位置（座標） 国

2 観測情報（座標、高さ、観測装置等） 観測者

3 年平均風速

4 月別平均風速

5 風配図（風向別出現頻度）

6 風速階級別出現頻度

7 風速の経年変化

8 風速の鉛直分布

9 乱流強度

10 設計風速（10分平均）

11 極値風速（3秒平均）

12 鉛直分布（10分平均）

13 乱流強度（10分平均）

落雷 14 落雷（夏季・冬季） 風車選定 文献

15 既往最高・最低潮位

16 朔望平均満潮位・干潮位

17 平均水面

19 設計波高・周期・波向（再現期間50年等） 支持物設計 解析、長期観測データ

津波 20 設計津波 支持物設計 解析、文献

公募占用計画策定にあたって優先度の高い情報（観測データ等）

風車選定、発電量予測
風車設計、施工計画立案
風速変化のリスク評価

風車選定、風車設計

18 有義波高・周期・波向（平均、月別出現頻度） 支持物設計、施工計画立案

潮位 支持物設計、施工計画立案 解析、文献

波浪

観測データ（1年以上）
解析

情報項目

風況

通常風
10分平均

観測データ（1年以上）
解析
文献（風況マップ含む）

極値風
再現期間
50年

解析
長期観測データ



８．公募占用計画策定において必要となる情報（３）
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区分 No. 主な用途
主な入手方法

精度の高い情報を優先

地震動 22 入力地震動 支持物設計 規程

23 水深（海底形状） 基礎形式選定、支持物設計 物理探査、文献

24 底質 支持物設計 文献

25 海底面変化 支持物設計 解析、文献

27 地盤条件（土層構成、物性値）主要な箇所 ボーリング調査（CPT,SPT）

海底埋設物等 28 輸送管、ケーブル、障害物等 風車配置 物理探査、文献

29 系統接続位置、受電容量

30 ケーブルルート（候補）、揚陸部、地形・地盤条件

31 建設・維持管理時に利用可能な港湾

32 埠頭の水深及び延長

33 埠頭の広さ

34 埠頭の耐荷重

35 利用可能な期間

36 インフラ整備状況（水、電気、道路等）

その他 37 公募に先立ち事業者に示すことが必要な内容 事業リスク評価 国・協議会

促進区域周辺の社会環境情報

進入禁止エリア、船舶通航量、自然公園等

公募占用計画策定にあたって優先度の高い情報（観測データ等）

基地港 施工計画立案 国・港湾管理者

社会情報 38 施工計画立案 文献

系統接続 施工計画立案 国・電力会社

海流 21 海流の流速・流向（平均、月別出現頻度） 支持物設計、施工計画立案
観測データ（1年以上）
解析、文献

海底地形

海底地盤
26 海底面下土層構成（支持層含む） 基礎形式選定、支持物設計

施工計画立案

物理探査、ボーリング調査
文献

情報項目




